
２０１３年１１月６日 こくろう み と 第２号
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以

上

必
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が
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「賃金抑制反対、期末手当の低額回答をさせない

11･11貨物総行動」の取り組みについて

国労は、この間、ＪＲ貨物会社の期末手当超低額回答に

反対し、２５年度事業計画について人件費抑制策を見直す

よう求める申入れと積み残し事案の解決に向けた交渉の強

化を図ってきました。貨物会社及び国や株主である鉄道・

運輸機構に対する署名行動等の運動を展開し、引き続き年

末手当交渉にのぞむ取り組みの一環として、緊急に国会要

請及び大衆行動を中心とした総行動を取り組みます。

★2013年11月11日（月）1３時～17時（予定）

・行動内容

（1）ＪＲ貨物本社要請について

①集合場所13時集合・花園西公園

（2）院内集会について

①集合場所15時15分・参議院議員会館入口

「３．５ヶ月分、１２月５日支払い統一要求」

企業は内部留保を

賃上げにまわせ

減
少
に
転
じ
、
そ
の
後
、
１
５

年
間
で
、
「
１
２
・
８
％
低
下

し
て
い
る
（
約
５
７
万
円
）
」

と
の
デ
ー
タ
ー
も
示
さ
れ
て
い

ま
す
。

今
年
１
月
〜
３
月
に
内
閣
府

と
財
務
省
が
実
施
し
た
法
人
企

業
景
気
予
測
調
査
の
中
で
、
利

益
配
分
の
優
先
順
位
を
問
う
項

目
で
は
、
大
企
業
・
中
小
企
業

と
も
第
１
位
に
「
内
部
留
保
」

を
挙
げ
、
８
月
の
共
同
通
信
の

調
査
で
は
、
大
手
企
業
３
０
社

が
利
益
の
内
、
賃
上
げ
な
ど
に

回

さ
ず
社
内
に
貯
め
こ
ん
だ

「
内
部
留
保
」
の
総
額
は
、
２

０
１
３
年
度
一
年
間
で
７
７
兆

６
４
３
５
億
円
に
上
っ
た
と
し

て
い
ま
す
。

総
務
省
は
６
月
の
勤
労
統
計

調
査
で
は
、
基
本
給
な
ど
を
示

す
所
定
内
給
与
は
、
前
年
同
月

比
０
・
６
％
減
の
２
４
万
２
３

１
８
円
と
１
３
ヶ
月
連
続
で
下

回
り
、
労
働
者
の
所
得
は
一
向

に
増
え
ず
家
計
を
圧
迫
し
て
い

る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

１
０
月
１
日
か
ら
円
安
基
調

や
原
材
料
価
格
高
騰
か
ら
幅
広

い
食
料
品
が
値
上
げ
の
ほ
か
、

年
金
保
険
料
率
や
自
動
車
保
険

料
の
引
き
上
げ
、
ガ
ス
料
金
等

の
値
上
げ
で
家
計
の
負
担
が
増

加
し
て
い
ま
す
。
上
向
い
た
物

価
も
賃
金
が
増
え
な
け
れ
ば
家

計
の
実
質
所
得
も
減
る
た
め
個

人
消
費
は
冷
え
込
む
こ
と
と
な

ま
す
。

Ｊ
Ｒ
東
日
本
の
「
２
０
１

３
年
度
第
１
四
半
期
決
算
」

は
、
新
幹
線
の
好
調
な
ど
に

よ
り
運
輸
収
入
が
増
収
と
な
っ

た
こ
と
か
ら
、
営
業
収
益
は

増
収
と
な
り
ま
し
た
。
営
業

費
用
は
物
件
費
が
増
加
し
た

も
の
の
、
営
業
利
益
は
増
益

と
な
り
ま
し
た
。

経
常
利
益
は
受
取
配
当
金

の
増
加
に
よ
り
増
益
と
な
り
、

加
え
て
災
害
に
伴
う
受
取
保

険
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、

第
一
四
半
期
決
算
と
し
て
は
、

す
べ
て
の
利
益
が
過
去
最
高

と
な
る
な
ど
、
収
益
の
順
調

な
回
復
ぶ
り
が
う
か
が
え
ま

す
。こ

の
１
年
間
の
世
界
経
済

の
動
き
は
、
引
き
続
く
欧
州

圏
の
不
良
債
権
問
題
、
米
国

の
景
気
回
復
へ
の
動
き
、
中

国
経
済
の
安
定
化
な
ど
不
透

明
さ
は
あ
る
も
の
の
、
緩
や

か
に
回
復
の
兆
し
を
み
せ
て

い
ま
す
。

日
本
経
済
に
お
い
て
も
、

金
融
緩
和
や
経
済
対
策
な
ど
、

政
府
の
行
っ
た
政
策
効
果
に

よ
り
、
企
業
活
動
に
明
る
さ

が
見
え
は
じ
め
、
デ
フ
レ
経

済
か
ら
の
脱
却
に
近
づ
き
つ

つ
あ
る
と
の
見
方
も
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
私
た
ち
社
員
に

と
っ
て
は
、
景
気
上
昇
の
実

感
が
乏
し
い
状
況
に
あ
り
ま

す
。
こ
れ
に
追
い
打
ち
を
か

け
る
よ
う
に
、
来
年
４
月
か

ら
消
費
税
率
が
現
行
よ
り
３

％
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

対
応
策
と
し
て
は
、
公
共

事
業
や
企
業
向
け
減
税
が
中

心
で
あ
り
、
家
計
向
け
支
援

は
相
対
的
に
小
規
模
と
な
っ

て
い
る
こ
と
を
み
て
も
、
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
は
今
後
、

私
た
ち
社
員
の
生
活
を
直
撃

す
る
こ
と
に
な
り
、
将
来
へ

の
不
安
を
更
に
増
長
さ
せ
る

も
の
で
す
。

国
労
本
部
は
、
各
エ
リ
ア

業
務
部
長
会
議
で
要
求
額
３
・

５
ヶ
月
分
、
１
２
月
５
日
支

払
い
の
統
一
要
求
を
１
０
月

２
２
日
に
一
斉
に
申
し
入
れ

を
確
認
し
（
東
本
部
申
７
号
）

会
社
へ
提
出
し
ま
し
た
。
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職
場
・
地
域
の
活

動
に
自
信
を
持
ち
、

引
き
続
き
、
組
織

拡
大
に
全
力
を
あ

げ
よ
う
！

政
府
は
、
１
０
月
１
日
、
来

年
４
月
か
ら
消
費
税
８
％
へ
の

引
き
上
げ
を
決
定
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
消
費
税
率
ア
ッ
プ
の

決
定
に
よ
っ
て
労
働
者
世
帯
の

家
計
を
圧
迫
す
る
こ
と
は
必
至

で
あ
り
、
消
費
減
退
が
景
気
の

腰
を
折
る
状
況
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
中
、
９
月
２
０
日
に
は
、

財
界
・
労
働
界
代
表
と
の
政
府
・

労
使
会
議
が
開
催
さ
れ
、
政
府

か
ら
「
デ
フ
レ
脱
却
に
は
労
働

者
の
賃
金
引
上
げ
が
欠
か
せ
な

い
」
と
訴
え
ら
れ
ま
し
た
。

労
働
者
の
賃
金
は
、
厚
生
労
働

省
の
毎
月
勤
労
統
計
で
、
労
働

者
一
人
当
た
り
の
平
均
賃
金
は

前
回
、
消
費
税
引
き
上
げ
が
あ
っ

た
１
９
９
７
年
ピ
ー
ク
（
一
年

間
平
均
４
６
７
万
円
）
と
し
て


